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はじめに 

 

人口減少社会に突入した多くの自治体においては、年々厳しくなる財源の中

で、安定した市民サービスを提供するために、事務事業の見直し、アウトソー

シング等徹底した経費削減に努める等積極的に行財政改革に取り組まざるを

えない状況にある。 

 

  国においては、人口減少・高齢化の進行、行政需要の多様化等厳しい財政

状況下においても、引き続き質の高い公共サービスを効率的・効果的に提供

するために、改革を推進するよう全国の自治体に要請するとともに、各自治

体における取組状況・方針の見える化に取り組み、その状況を比較可能な形

で広く国民に公表している。 

 

そのような中、船橋市は、緩やかながら増加する自主財源と豊かな財源調整

基金を背景に、予算規模の拡大が続いている。特に、平成２４年度には約４３

８億円であった扶助費は、少子化対策等国の施策とも相まって、平成２９年度

予算では約５３７億まで増加し、今後も高齢化の進行等により更なる増加が見

込まれている。 

  

  また、将来財政推計によれば、公債費が２００億円を超えることが見込ま

れ、仮に投資的経費の抑制を図ったとしても、公債費に充てる一般財源の確

保は至難であり、このままでは、財源調整基金残高の減少が加速し、早晩財

政が立ち行かなくなる可能性は高いと言わざるをえない。 

 

これまで５回の推進会議では、船橋市の行財政の状況を念頭に置いて、受益

者負担（国民健康保険事業、下水道事業）、市債発行の抑制（普通建設事業）、

歳入の確保、人件費等をテーマに議論を重ねてきた。 

 

本推進会議としては、船橋市財政の危機的状況が顕在化する前に、これまで

の議論を踏まえ、特に早急に取り組んでいただきたいことについて、平成３０

年度からの執行体制や予算に速やかに反映していただきたく、中間意見書を提

出するものである。 
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１.市税の確保について 

 

（現状と全体意見） 

持続可能な財政運営を行うためには、歳出の見直しをするとともに、出来る

限り財源の確保に努めることが重要である。 

船橋市の豊かな財政運営は、約５割を占める市税収入によるところが大きい

が、市税の徴収率は、他の中核市と比較して低い状況にある。 

また、滞納整理については、公金徴収一元化の取り組みにより一定の成果が

見られるものの、中核市の平均をやや上回った程度であり、なお一層、取り組

みを強化すべきである。 

市税は地方財政の根幹であり、地域に暮らす市民が行政サービスを等しく享

受できるのは、納税が確実に行われていることが前提である。 

低い徴収率が続けば、正しく納税している多くの市民の、納税に対する不公

平感を招きかねない。また、行財政改革の中で市民サービスの見直しは避けら

れないとしても、現在の徴収率のままでは、心情的にも市民の理解は得られな

いと心がけるべきである。 

このことから、船橋市においては、市税における徴収率の向上に努めること

は、最も力を入れて取り組まなければならない行財政改革の一つであると考え

る。 

 

 

（今後の取組に対する意見） 

①徴収率向上に向けた取り組み 

例えば、普通徴収から特別徴収義務者の指定強化に取り組む等、まずは制

度的に対応できる徴収率改善に向けた取り組みを検討すべきである。 

また、徴収率の高い団体との比較から、どういう業務が徴収率の向上につ

ながっているのかを整理し、注力すべき業務の洗い出しを検討されたい。 

 

②課税・徴収体制の強化 

   市税の賦課、徴収、滞納整理を的確に行うために、組織体制や事務執行

の見直しを検討されたい。 

   また、税についての専門性を高めるような人材育成や専門性を活かせる

部門への職員配置等、長期的な視点に立った人事行政を進められたい。 
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２.市債発行の抑制について 

 

（現状と全体意見） 

  船橋市は、人口急増期に文教施設を優先的に整備せざるをえなかった事情

等もあり、道路や公園、下水道等の都市基盤施設の整備が未だ十分とは言え

ず、市民の要請に応えるために毎年多額の財政支出と市債の発行を行ってい

る。 

 

  また、近年は、老朽化した施設の建て替えや、都市基盤施設の長寿命化の

ほか、平成２３年に発生した東日本大震災を教訓として、文教施設の耐震化

に集中的に取り組んでおり、市税収入の伸び、豊富な財源調整基金、良好な

財政指標（公債費負担比率等）を背景に、多額の市債発行を財源に重点的に

普通建設事業を進めてきた。 

 

都市基盤施設や公共施設の整備は、市民の生活環境の質の向上や安全・安心

につながる支出であり、この点は評価するものである。一方、これらに加えて

大規模な清掃工場を２か所続けて整備する等、公債費の増加が船橋市の将来の

財政運営に大きな負担となる恐れが生じたことから、結果として、集中的に取

組みすぎた感は否めない。 

 

 

（今後の取組に対する意見） 

 ①将来的な財政負担を踏まえた計画的な公共事業の実施 

今後は将来の人口動態等を踏まえて、事業の優先順位付けを徹底するべき

である。その際、市債の発行抑制や平準化を図るほか、例えば、一定期間は

普通建設事業の規模の縮小等公債費の増加を緩和する方策も検討されたい。 

 

②市債の発行抑制につながる手法の検討 

公債費負担比率は今後悪化することが見込まれるが、例えば警戒ラインと

言われる１５％程度に抑えるような計画的な市債発行を検討されたい。 

また、市債の発行によらずに必要な公共事業を行えるようＰＰＰ・ＰＦＩ

の活用も検討されたい。 
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３.国民健康保険事業について 

 

（現状と全体意見） 

船橋市の国民健康保険事業は、被保険者の負担を抑えるために長年にわたり

保険料を据え置き、特別会計の歳入歳出の差額を一般会計から繰出す（いわゆ

る赤字繰出し）財政構造となっており、国民健康保険事業の本来の制度とは大

きく乖離している。また、県内他市と比較すると、被保険者の所得水準は高い

が、所得に占める保険料の負担は軽く、医療費は高い、という特徴がある。 

 

一部の自治体は赤字繰出しを行っており、低所得者対策等政策的にやむを得

ない面もあるが、船橋市の場合は、決算補填等を目的とする繰出の額が大きい

点が問題である。 

 

 なお、このことは、財政的に余裕のある自治体にみられる傾向ではあるが、

多額の一般会計からの赤字繰出しを継続することは、国民健康保険の被保険者

ではない市民が、国民健康保険加入者の保険料を負担していることに留意すべ

きである。 

 

 国民健康保険事業における一般会計からの赤字繰出しは、構造的な課題とし

て国においても解消に向けた方針が検討されており、船橋市としても、将来の

赤字繰出しの解消に向けて取り組むべきである。 

 

 国民健康保険事業は、国民皆保険制度の最後の受け皿であることから、制度

を維持させるため適正な運用を望みたい。 

 

 

（今後の取組に対する意見） 

 ①受益者負担の適正化 

県内他市と比較して、明らかに低い水準にある保険料については、直ちに

見直しに着手すべきである。また、国民健康保険事業における将来的な財政

状況を勘案し、保険料水準の定期的な見直しを行っていくべきである。 

被保険者に対して適正な保険料水準について理解を促す取り組みを行う

とともに、医療費の抑制を図ることで、持続可能な財政運営に努めるべきで

ある。 

 

②医療費の抑制 

特定健康診査や各種がん検診の推奨、予防医療に対する施策の充実等、 

医療費抑制につながるような政策の充実を検討されたい。  
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